
特別養護老人ホームかけがわ苑優先入所指針 

 
１ 目的 
 この指針は、介護保険制度の趣旨に基づき、特別養護老人ホームかけがわ苑（以下

「施設」という。）の施設サービスを受ける必要性が高いと認められる者を優先的に

入所させるための基準を明確にし、施設入所の円滑な実施を図ることを目的とする。 

 
２ 優先入所指針 
 優先入所は、別表の入所申込者評価基準（別表 1）により算定された合計点数の高

い順に決定する。 

 
３ 優先入所検討委員会 
（１）優先入所検討委員会の設置 
   施設は、優先入所順位の決定をするため、特別養護老人ホームかけがわ苑優先

入所検討委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 
（２）委員会の構成 
   委員会の委員は、施設長と生活相談員、介護職員、看護職員、介護支援専門員

等の関係職員で構成。合わせて、施設長が選任する施設職員以外の第三者で構

成する。 
（３）委員会の召集 
   ア 委員会は生活相談員が召集し、委員会の議長は生活相談員が務める。 

    
４ 優先入所決定の手続 
（１）優先入所申込みの受付 

(ア) 施設への入所申込は、入所申込書（様式 1）により行なう。なお、入所申込

書の有効期限は 2 年とする。 
(イ) 施設は、入所申込書に基づき、入所申込者名簿（様式 2）を作成する。 

 
（２）入所判定対象者の選定について 

(ア) 入所判定の対象となるものは、入所申込者のうち、要介護 3 から要介護 5 ま

での要介護者及び、居宅において日常生活を営むことが困難なことについて

やむを得ない事由があることによる要介護 1 又は 2 の方の特例的な施設への

入所が認められるものとすること。 

 
（３）特例入所の対象者について  

(ア) 特例入所の要件に該当することの判定に際しては、居宅において日常生活を

営むことが困難なことについてやむを得ない事由があることに関し、以下の

事情を十分に考慮すること。また、地域の実情等を踏まえ、各自治体におい



て必要と認める事情があればそれも考慮すること。 
① 認知症であるものであった、日常生活に支障を来すような症状・行動や意

思疎通の困難さが頻繁に見られること、 
② 知的障害・精神障害等を伴い、日常生活に支障を来たすような症状・行動

や意思疎通の困難さ等が頻繁に見られること、 
③ 家族などによる深刻な虐待が疑われること等により、心身の安全の・安心

の確保が困難であること、 
④ 単身世帯である、同居家族が高齢又は病弱である等により家族などによる

支援が期待できず、かつ、地域での介護サービスや生活支援の供給が不十

分であること。 
(イ) 申込者側から特例入所の要件に該当している旨の申し立てがある場合には、

入所申し込みを受付ける。 
(ウ) 入所判定が行われるまでの間に施設と入所申し込み者の介護保険の保険者で

ある市町村との間で情報の共有等を行う。 
① 施設は、保険者に対して報告を行うとともに、当該入所申し込み者が特例

入所対象に該当するか否かを判断するに当たって適宜その意見を求めて

いく。 
② 入所を決定する際の手続きとして、必要に応じて「介護の必要の程度」や

「家族の状況」などについて、改めて保険者に意見を求めていく。 
(エ) 静岡県指定介護老人福祉施設等の特例入所に関する取扱要綱に基づいて実施

していく。（別表 2） 

 
（４）入所申込者の調査 

施設は、優先入所調査票（様式 3）により入所申込者の状況を調査する。 
（５）優先入所順位の決定 

委員会は、優先入所調査票及び入所申込者名簿等の調査結果に基づき優先入所

の順位を審査決定し、これに基づく優先入所順位名簿（様式 2）を作成する。 
（６）入所の決定 

ア 施設は、委員会において優先入所順位の決定を受けた入所申込者について、

入所申込者の心身の状況等を把握のうえ、入所を決定する。 
イ 施設は、市町から老人福祉法第 11 条第 1 項第 2 号の措置による入所の委

託があった場合には、他の入所申込者に優先して入所を決定する。 
５ 優先入所事務の留意事項 
（１）記録の作成及び保存 

委員会は優先入所に係る協議の内容を記録し、これを 2 年間保存するとともに、

県又は市町から求めがあった場合は、これを提出するものとする。 
（２）守秘義務 

委員会の委員は、委員会において知り得た入所申込者又はその家族に関する個

人の情報を漏らしてはならない。委員会の委員を退任した後も同様とする。 



（３）説明責任 
   施設は、入所申込を受けた時には、入所者申込者等に対し、施設の優先入所に

係る基準の内容を説明するものとする。 
（４）情報の提供 
   施設は、入所申込者等から入所順位等の結果について情報を求められたときは、

これを提供するのもとする。 
（５）疑義等に対する対応 

施設は、入所申込者等から入所順位等の結果について疑義等を申し立てられた

ときは、施設において再度、調査のうえ、委員会に諮るものとする。 
（６） 特別養護老人ホームかけがわ苑優先入所基準は、ホームページにおいて公表 

する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   附 則 
  この基準は平成 15 年 2 月 1 日から実施する。 

 
   附 則 
  この基準は 4－（4）ア及び 5－（4）を改正し、平成 15 年 11 月 25 日から実施

する。 

 
   附 則 
  この基準は 3－（2）を改正し、平成 18 年 4 月 1 日から実施する。 

 
   附 則 
  この指針は一部を改正し、平成 29 年 5 月 15.日から実施する。 

 
 附 則 
  この指針は一部を改正し、令和 7 年 9 月 23 日から実施する。 

  
 附 則 
  この指針は一部を改正し、令和 8 年 4 月 1 日から実施する。 



（別表） 

入所申込者評価基準 

 
 優先入所の点数は、次の１から４までに掲げる項目の点数を合計した点数又は５の点数とする。 
 
１ 本人の状況  

① 要介護５ ５０点 

② 要介護４ ４０点 

③ 要介護３ ３０点 

④ 要介護２ １０点 

⑤ 要介護１  ５点 

２ 介護者等の状況  
 (1) 自宅（(2)以外の場所）の場合 

次表のとおり点数をつけるものとするが、介護を過度に行っていると認められる子ども・
若者（ヤングケアラー）が主たる介護者である場合にあっては、当該者が介護をしていない
ものとした状況により判断するものとする。 

① ひとり暮らしで、介護者がいない 

５０点 
② 

介護者が要介護状態、病気療養中又は障害を有することにより、介護
が困難 

③ 介護者が要支援状態又は高齢者であることにより、介護が困難 ４０点 

④ ひとり暮らしで、介護者がいるが、日常的に介護を受けることが困難 

３０点 ⑤ 複数人を介護しているため、介護が困難 

⑥ 介護者が就労又は育児をしているため、介護が困難 

⑦ ①から⑥まで以外の状態であるが、介護が困難 ２０点 

 (2) 介護保険施設等に入院又は入所している場合 

① 
養護老人ホーム、軽費老人ホーム、住宅型有料老人ホーム、サービス
付き高齢者向け住宅又は法令で定めるその他の福祉施設（介護付きの
施設を除く。） 

２０点 

② 
介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、グループホーム、
①のうち介護付きの施設又は病院 

１０点 

   注）退所又は退院が予定されている場合は、在宅に復帰したものと仮定して、(1)により点
数をつける。 

３ 居住地  

① 
施設所在地と同一の市町内又はその市町と介護保険の保険者として
一部事務組合を設立している市町内 

２０点 

② 施設所在地と同一の圏域内（①を除く。）又は県内の隣接市町内 １０点 

③ 施設所在地の圏域外  ０点 

  注）圏域とは、静岡県が策定したふじのくに長寿社会安心プランにおける高齢者保健福祉圏域
をいう。 

 
４ 特別な状況  
  特に施設入所を考慮すべき状況が認められる場合は、その状況に応じて２０点を限度に加算
することができる。 

 
５ その他 
(1) 介護者による虐待、介護放棄等により、要介護者の生命・身体に危険が生じている場合に

ついては、１から４までの合計点数に関わらず１５０点とする。 
(2) ６か月以内に入所することを希望しない者については、１から４までの合計点数に関わら

ず０点とする。 



静岡県指定介護老人福祉施設等の特例入所に関する取扱要領（別表 2） 
１ 目的  
この取扱要領は、要介護 1 又は 2 の要介護者に係る居宅において日常生活を営むこと 
が困難なことについてやむを得ない事情がある場合の特例的な指定介護老人福祉施 
設又は指定地域密着型介護老人福祉施設（以下「施設」という。）への入所（以下「特 
例入所」という。）について、施設への入所申込者の介護保険の保険者である市町村 
（特別区を含む。以下「保険者市町村」という。）の適切な関与の方法など、特例入 
所の運用に関する事項を定めることにより、特例入所の円滑な実施を図ることを目的 
とする。  

 
２ 優先入所指針との関係  
この取扱要領は、特例入所の運用に関する事項を定めるものであり、入所申込者の入 
所の必要性の高さの判断は、平成 27 年 3 月 31 日までと同様に、静岡県指定介護老人 
福祉施設優先入所指針（市町において独自の優先入所指針を策定している場合は市町 
独自の優先入所指針。以下同じ。）及び静岡県指定介護老人福祉施設優先入所指針に 
基づき施設において定めている優先入所に係る基準に基づいて行うこと。  

 
３ 特例入所の判断に当たって考慮すべき事項  
特例入所の要件に該当することの判定に際しては、以下の事情を考慮すること。  
①  認知症である者であって、日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎通の 

困難さが頻繁に見られること。 
②  知的障害・精神障害等を伴い、日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎 

通の困難さ等が頻繁に見られること。  
③  家族等による深刻な虐待が疑われること等により、心身の安全・安心の確保が困 

難であること。  
④  単身世帯である、同居家族が高齢又は病弱である等により家族等による支援が期 

待できず、かつ、地域での介護サービスや生活支援の供給が不十分であること。  
⑤  居宅サービス等の利用に関する状況などから、居宅において日常生活を営むこと 

が困難なことについてやむを得ない事由があると認められること。  

 
４ 特例入所の判断に当たって確認すべき事項  
入所申込者が特例入所対象者に該当するか否かを判断するに当たって、少なくとも以 
下の事項を確認すること。  
(1) 認知症高齢者の日常生活自立度 （3①関係）  

入所申込者の認知症高齢者の日常生活自立度のランクがⅣ又はＭに該当するか  
(2) 療育手帳・精神障害者保健福祉手帳 （3②関係）  

入所申込者が療育手帳又は精神障害者保健福祉手帳の交付を受けているか  
   交付を受けている場合は、障害の程度又は障害等級等から日常生活に支障を来た 
すような症状・行動や意思疎通の困難さ等が頻繁に見られる者と認められるか  



(3) 障害基礎年金等の受給状況（3②関係）  
入所申込者が障害基礎年金等の支給を受けているか  

  支給を受けている場合は、障害の程度等から日常生活に支障を来たすような症状・ 
行動や意思疎通の困難さ等が頻繁に見られる者と認められるか  

(4) 虐待の疑い等の情報 （3③関係）  
入所申込者について、深刻な虐待の疑い等の情報が寄せられているか  

(5) 家族等の状況 （3④関係）  
  単身世帯である、同居家族が高齢又は病弱である等により家族等による支援が期 
待できない状況か  

(6) 介護サービスや生活支援の供給状況 （3④関係）  
地域での介護サービスや生活支援の供給が不十分か  

(7) 居宅サービス等の利用状況 （3⑤関係）  
  ３ヶ月程度の居宅サービス等の利用に関する状況を確認し、利用しているサービ 
ス内容や区分支給限度基準額に対する利用割合などから、居宅において日常生活を 
営むことが困難であることについてやむを得ない事由があると認められるか  

(8) 担当介護支援専門員等の意見 （3①～⑤関係）  
(1)から(7)までの事項では特例入所対象者に該当するか否か判断がつかない場合等、 
必要に応じて、入所申込者の担当の介護支援専門員や地域包括支援センター等から、 
当該入所申込者の居宅における生活の困難度についての意見を聴取すること。  

 
５ 具体的な取扱い  
(1) 入所申込み受付時の対応 【施設】  
   施設は、要介護 1 又は 2 の入所申込者の入所申込み受付時には、以下のとおり対 
応すること。  

①  「平成 27 年 4 月 1 日以降の施設への入所が原則要介護 3 以上の要介護者に 
限定され、要介護 1 又は 2 の要介護者は居宅において日常生活を営むことが

困難なことについてやむを得ない事情がある場合に特例的な施設への入所が

認められること」について、丁寧な説明を行うこと。  
②  入所申込者が居宅において日常生活を営むことが困難な理由など必要な情報 

の記載を入所申込みに当たって求めること。  
(2) 保険者市町村への意見照会 【施設】  
ア 対象者  
要介護 1 又は 2 の入所申込者のうち、入所申込者名簿の上位者で、入所申込者の 
優先入所順位等を検討するための委員会（以下「優先入所検討委員会」という。） 
において具体的な優先入所順位の検討を行うことが見込まれる入所申込者につい 
て、施設は、保険者市町村に対して、特例入所対象者に該当するか否かを判断する 
に当たっての意見を求めること。  

イ 意見照会の時期等  
施設は、原則として、優先入所検討委員会の開催予定日の 3 週間前までに、上記 



アの対象者について、標準様式 1により、保険者市町村に対して意見を求めること。  
ただし、緊急で優先入所検討委員会を開催しなければならない場合など、必要が 
ある場合は、速やかに、保険者市町村に対して意見を求めること。  

ウ その他  
施設は、保険者市町村の当初の意見表明を受けた日から 1 年以上経過した場合、 
又は、入所申込者の状態等が大きく変化した場合は、再度、保険者市町村に対して、 
特例入所対象者に該当するか否かを判断するに当たっての意見を求めること。  

(3) 施設への意見表明 【保険者市町村】  
施設から特例入所対象者に該当するか否かを判断するに当たっての意見を求めら 
れた場合、保険者市町村は、原則として、意見照会を受けた日から 2 週間以内に、 
標準様式 2 により、施設に対して特例入所対象者に該当するか否か等について意見 
を表明すること。  
ただし、施設から緊急で意見を求められた場合は、速やかに意見を表明すること。  
また、保険者市町村は、必要に応じて、標準様式 2 による意見表明に代えて、 
優先入所検討委員会に出席し、意見を表明することができる。この場合、保険者 
市町村は、その旨を施設に対して予め連絡すること。  

(4) 優先入所検討委員会での検討 【施設】  
施設は、優先入所検討委員会において、入所申込者名簿の上位者で具体的な優先入 
所順位の検討を行う入所申込者のうち、要介護 1 又は 2 の入所申込者について、保 
険者市町村からの意見も踏まえ、特例入所対象者に該当するか否かを判断すること。  

(5) 記録の作成及び保存等 【施設】  
施設は、要介護 1 又は 2 の入所申込者について、特例入所対象者に該当するか否か 
の判断を行った場合は、当該優先入所検討委員会の協議の内容等を記録し、これ２ 
年間保存するとともに、判断結果を保険者市町村に報告すること。  
また、保険者市町村から、要介護 1 又は 2 の方の申込み状況や意見表明を行った入 
所申込者の入所状況等の報告を求められた場合、施設は、報告すること。  

６ その他  
(1) 市町独自の取扱い  
市町は、この取扱要領によらず、地域の実情等を反映した独自の取扱いを定めるこ 
とができる。この場合、あらかじめ、県と協議すること。  
また、独自の取扱いを定めた場合は、市町内の施設の他、隣接する市町にある施設 
にも当該取扱いを周知すること。  

(2) 平成 27 年 3 月 31 日までに入所申込みを受け付けた入所申込者に対する対応  
施設は、平成 27 年 3 月 31 日までに入所申込みを受け付けた入所申込者に対して、 
入所申込受付後の事後調査などの機会を活用し、5(1)のとおり対応するよう努める 
こと。また、保険者市町村への意見照会等については、平成 27 年 4 月 1 日以降に 
入所申込みを受け付けた入所申込者と同様に取扱うこと。 


